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(57)【要約】
【課題】インフラ構造物の表面応力分布および欠陥を定
量的に検査する。
【解決手段】応力に応じて発光する応力発光構造部２を
表面に設けた検査対象の構造物１に対し、構造物の表面
に励起光を照射する励起光照射装置３と、前記応力発光
構造部２が飽和する励起光照射条件のデータを記憶して
いる記憶部１０と、前記記憶部のデータに基づき励起光
照射装置の作動時間を制御する制御部７と、前記構造物
表面を撮像する撮像装置５と、前記撮像装置により得ら
れた前記構造物の画像に基づいて前記構造物の表面の欠
陥を検出する画像処理部８から構成され、構造物表面の
応力発光構造部を飽和させてから応力変化を発生させ、
撮像機で発光を検出することで構造物表面の応力分布ま
たは欠陥を定量的に検知する。
【選択図】　図１



(2) JP 2016-180637 A 2016.10.13

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　応力に応じて発光する応力発光構造部を表面に設けた検査対象の構造物に対し、前記構
造物の表面に励起光を照射する励起光照射装置と、
　前記応力発光構造部が飽和する励起光照射条件のデータを記憶しているデータベースと
、
　前記記憶部のデータに基づき励起光照射手段の作動条件を制御する制御部と、
　前記構造物表面を撮像する撮像装置と、
　前記撮像装置により得られた前記構造物の画像に基づいて前記構造物の表面の欠陥を検
出する画像処理部を備えたことを特徴とする構造物の欠陥検査装置。
【請求項２】
　請求項１記載の構造物の欠陥検査装置において、
　前記構造物の表面を加振する加振装置を備えることを特徴とする構造物の欠陥検査装置
。
【請求項３】
　請求項１記載の構造物の欠陥検査装置において、
　前記応力発光構造部の飽和状況を取得する第２の撮像装置を備えることを特徴とする構
造物の欠陥検査装置。
【請求項４】
　請求項１記載の構造物の欠陥検査装置において、
　前記励起光照射装置が形状測定機能を備えていることを特徴とする構造物の欠陥検査方
法。
【請求項５】
　請求項１記載の構造物の欠陥検査装置において、
　前記欠陥検査装置が移動体に搭載されていることを特徴とする構造物の欠陥検査方法。
【請求項６】
　応力に応じて発光する応力発光構造部を表面に設けた検査対象の構造物の表面に励起光
を照射し、前記構造物表面を撮像し、前記構造物の表面の撮像により得られた画像に基づ
いて、前記構造物の表面の欠陥を検出することを特徴とする構造物の表面検査方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、構造物の欠陥検査装置および方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　構造物の応力分布の測定は、構造物の残留応力や稼働時の応力集中などによる破壊を検
知又は予測する手段の一つとして、広く活用されている。応力分布を測定する方法として
一般的に、ひずみゲージを貼り付けてひずみ量を電気的に検出する方法や、赤外線カメラ
を用いて測定物の振動に対する発熱作用又は吸熱作用を測定し応力分布を求める方法、測
定物表面にランダム模様を付与して複数カメラで撮像し応力変動を求めるデジタル画像相
関法などが知られている。しかしながら、ひずみゲージは貼り付けの手間が必要であり、
さらに一点測定であること、赤外線カメラは測定範囲が限られ、さらに繰り返し加振が必
要であること、デジタル画像相関法は事前に表面模様の準備が必要であることが課題であ
り、非接触かつ広範囲を一括で測定する方法が求められていた。
【０００３】
　そこで、上記課題を解決した応力分布の測定システムとして、特許文献１がある。この
特許には、応力発光物質を用い、複数台の撮像装置を用いて応力発光体を表面に付与した
測定物の発光を撮像することで、測定物の応力分布を非接触で測定するシステムについて
述べられている。
【０００４】
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　一方で、近年、トンネルなどの社会インフラ構造物においては、老朽化による耐久性の
低下が社会的に問題となっており、維持管理のための定期的な検査と補修作業の必要が高
まっている。従来の定期検査においては、近接目視検査や打音検査が実施されているが、
人手による作業のため効率が悪く、全面検査には数時間を要する。そのため、供用中構造
物における検査が困難で、使用していない時間帯での検査、もしくは、一時的に供用を停
止して検査する必要があり、検査頻度の低下や構造物稼働率の低下が問題となっていた。
【０００５】
　そこで、走行車両に搭載したカメラを用いた検査方法が提案されている。例えば、トン
ネル壁面の画像を撮像し検査する装置として、特許文献２がある。この特許には、トンネ
ル内走行車両に搭載した一次元センサカメラを用いて、トンネル壁面に対して進行方向と
直交方向の断面スキャンを行い、順次データを蓄積することで、トンネル壁面の展開画像
を得る装置について記載されている。ただし、高速移動車両に搭載したカメラを用いて撮
像を行う場合には、取得画像のブレを防ぐ必要がある。
【０００６】
　そこで、高速移動車両に搭載したカメラを用いて撮像を行う場合には、取得画像のブレ
を防ぐために、露光時間を短くする必要がある。トンネルのような暗所、且つ、短い露光
時間での撮像画像において、亀裂部分とそれ以外の領域を判別するには、亀裂部分を強調
することが必要となる。応力が集中する箇所を強調する方法についても提案がなされてお
り、例えば、構造物に発生した応力分布を測定する方法として、特許文献３がある。この
特許には、計測対象表面にシートまたは塗膜として形設された応力発光材料が計測対象に
おける応力に比例して光を放射し、カメラを用いて放射された光を検出することで応力分
布を計測するシステムについて記載されている。他にも、例えば、応力発光パターンから
ひずみパターンを算出する方法として、特許文献４がある。この特許には、応力発光パタ
ーンと光照射パターンからひずみパターンを算出する方法について記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－２８４３９３号公報
【特許文献２】特開平０６－４２３００号公報
【特許文献３】特開２００１－２１５１５７号公報
【特許文献４】特開２０１０－１９０８６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上述の特許文献１に記載の方法にあっては、応力発光物質の励起方法に
ついては述べられておらず、応力発光体の励起状態によって異なる発光が生じることが考
えられ、このような発光量から応力の大きさを定量的に求めることができない。また、上
述の特許文献２に記載の方法にあっては、亀裂部分を強調する構成は含んでおらず、例え
ば、表面汚れと亀裂を判別するために高いコントラストでの撮像が必要となり、検査速度
を向上することが困難である。また、上述の特許文献３に記載の方法にあっては、応力発
光材料によって応力集中部分を検出する構成については述べられているが、亀裂部分に応
力変化を付与する構成を含んだ構造物検査方法については述べられておらず、短時間の検
査において検出のタイミングに合わせて発光させることは困難である。また、上述の特許
文献４に記載の方法にあっては、応力発光の検知時間および光照射の照射時間に基づいて
ひずみパターンを算出する方法について述べられているが、検査開始前の環境光による応
力発光体の励起状態を一意に特定できないため、光照射時間に基づく照射パターンによっ
て得られる応力発光体の励起状態が一意に定まらず、発光量の定量化、ひいては、亀裂サ
イズ、応力の定量化に誤差が含まれる。
【０００９】
　そこで、本発明は、このような事情に鑑みなされたものであって、その目的は、構造物
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の応力分布および欠陥の検査を、非接触かつ広域を一括で実施し、さらに定量評価を行う
ことができる装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するために、本発明は、応力に応じて発光する応力発光構造部を表面に
設けた検査対象の構造物に対し、前記構造物の表面に励起光を照射する励起光照射装置と
、前記応力発光構造部が飽和する励起光照射条件のデータを記憶しているデータベースと
、前記記憶部のデータに基づき励起光照射手段の作動条件を制御する制御部と、前記構造
物表面を撮像する撮像装置と、前記撮像装置により得られた前記構造物の画像に基づいて
前記構造物の表面の欠陥を検出する画像処理部を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
本発明によれば、構造物表面の応力発光体を飽和させた一定の条件で発光させることがで
き、構造物表面の応力分布あるいは亀裂の大きさの定量評価が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】実施例１による表面検査装置の全体構成を検査対象の構造物とともに概略的に示
す図である。
【図２】実施例１による表面検査装置における各ステップを示すフローチャートである。
【図３】励起光照射時間と応力発光体の励起状態との関係を示す図である。
【図４】データベースに格納される励起光照射条件の一例を示した表である。
【図５】撮像装置により取得された構造物の表面の応力分布画像の一例を示す図である。
【図６】撮像装置により取得された構造物の表面の亀裂撮像画像の一例を示す図である。
【図７】画像処理装置の抽出部により抽出処理を施した画像の一例を示す図である。
【図８】実施例２による表面検査装置の全体構成を検査対象の構造物とともに概略的に示
す図である。
【図９】ＴＤＩセンサの構造の一例を示す図である。
【図１０】実施例３による表面検査装置の全体構成を検査対象の構造物とともに概略的に
示す図である。
【図１１】複数の検査画像を補正処理を行わずに貼り合わせた結果の一例を示す図である
。
【図１２】複数の検査画像を補正処理を行い貼り合わせた結果の一例を示す図である。
【図１３】実施例４による表面検査装置の全体構成を検査対象の構造物とともに概略的に
示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面を用いて各実施例を説明する。
【実施例１】
【００１４】
　図１から図７を用いて、検査方法の概要について説明する。
【００１５】
　図１は、実施例１の検査を実施するための装置の概要である。装置は、検査対象である
構造物１の表面に設けられた応力発光材料含有層２、応力発光材料含有層２に向けて励起
光を照射する励起光照射装置３、加振装置４、撮像機５を備えている。また、励起光照射
条件データを記憶しておくデータベース６、励起光照射条件を制御する制御部７、撮像機
５から送られる画像を処理する画像処理部８、画像処理部での処理結果を表示する表示部
９、処理結果を記憶する記憶部１０を備えている。
【００１６】
　図２は、実施例１の検査方法を含む構造物検査プロセスのフローチャートである。Ｓ１
０１において検査が開始されると、Ｓ１０２において、データベース６に記憶された励起
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光照射条件データが制御部７に読み込まれる。Ｓ１０３において、読み込まれた励起光照
射条件データに基づき励起光照射手段３から、構造物１の表面に設けられた応力発光材料
含有層２の検査対象領域に向けて、励起光が照射される。Ｓ１０４の応力変化プロセスで
検査対象領域に応力変化が発生すると、応力集中部分が発光し、Ｓ１０５において撮像機
５で撮像が行われる。撮像画像は画像処理部８に送られ、Ｓ１０６において画像処理部８
は撮像画像から発光領域を抽出し、応力分布の算出または欠陥の有無を判定する。Ｓ１０
７において、画像処理部８の処理結果は表示部９に送られ表示、または、記憶部１０に送
られ保存される。その後、Ｓ１０８において、検査対象領域全ての撮像が完了したかどう
かが判断され、未完了の場合はＳ１０２に戻り、検査対象領域を移動して引き続き撮像が
実施される。全ての撮像、および、処理結果の表示または保存の完了後、プロセスはＳ１
０９に進み、検査が終了する。以下、各ステップにおける詳細について個別に説明する。
【００１７】
　まず、図３から図４を用いて、応力発光材料含有層２の励起光を照射する方法について
説明する。
【００１８】
　図３に、励起光照射時間と応力発光体の励起状態の関係を示す。応力発光材料含有層２
は所定の励起光を照射することで飽和状態へと遷移する。飽和した応力発光材料含有層２
は、励起光照射前にどのような励起状態にあったとしても、励起光を照射することで飽和
させてしまえば同じ飽和状態へと遷移するため、その部分へ応力を付与した場合には、同
じ発光をするため環境光の影響を受けずに表面検査が可能となる。応力発光材料含有層２
が飽和するまでの励起光照射時間は、例えば、励起光照射装置３の光強度、波長分布、照
射距離、応力発光体自身の励起感度、応力発光材料含有層２の応力発光材料含有量、応力
発光材料厚さなどの条件によって異なる値となる。図４に、励起光照射条件の例を示す。
検査に用いる励起光照射条件は、検査対象によって異なる上記条件によって一意に定めら
れた照射時間を含むものであり、データベース６にそれぞれ格納されている。励起光照射
ステップＳ１０４では、まずデータベース６から検査対象に応じた照射条件を読み出し、
定められた照射時間を制御部７に送る。制御部７は、読み込まれた照射時間に応じて励起
光照射装置３を駆動し、応力発光材料含有層２に向けて励起光を照射する。以上の方法に
よって、検査対象領域の応力発光材料含有層２は、一様に飽和状態に励起された状態とな
る。なお、励起光照射装置３は、白熱電球、蛍光灯、ＬＥＤ照明などを利用し、光を照射
する手段であれば強度や波長の制限は無く、同様の効果が得られる別の手段を用いても良
い。また、データベース６に格納する励起光照射条件および励起光照射装置３は、照射強
度が一様なものを用いる構成として説明しているが、照射領域に対し二次元に強度分布を
持つもの、あるいは、二次元強度分布制御をできるものとしても良く、例えば、検査対象
領域の照射領域を区切り、照射条件を区切りごとに設定し、照射時間を区切りごとに調整
して励起光照射を行うような構成としても良い。
【００１９】
　次に、画像取得方法について説明する。
【００２０】
　Ｓ１０４の応力変化プロセスによって、応力分布または亀裂を発光させた構造物１の表
面は、Ｓ１０５において撮像機６によって撮像処理が行われる。撮像画像は、Ｓ１０４の
応力変化プロセスによって高い応力が表れている箇所の応力発光材料含有層２が発光する
ため、応力の大きさに比例して撮像画像の輝度が領域ごとに変化する。なお、Ｓ１０４の
応力変化プロセスの応力変化プロセスにおいては、例えば、加振装置４によって構造物１
の表面に応力変化を付与するなど、能動的に応力変化を与えて検査対象領域の応力集中部
分を強調しても良い。加振装置４は、超音波素子、空気圧を変動させる空気銃、ガスガン
など、非接触で物理的な変動を与える各種装置が考えられ、同等の効果が得られる別の装
置を用いた構成としても構わない。
【００２１】
　次に、Ｓ１０６において応力分布の算出または亀裂の有無が判定される。図５を用いて
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応力分布の算出方法を、図６から図７を用いて、欠陥判定方法を説明する。
【００２２】
　図５に、応力分布の存在する構造物１の表面の応力分布撮像画像１１を示す。上記励起
光照射プロセスにおいて、応力発光体は飽和状態に励起されているため、応力分布に比例
した発光が現れ、応力分布撮像画像１１上では、応力分布に応じた輝度分布が現れる。応
力分布撮像画像１１は、撮像機５から画像処理部８に送られ、必要に応じて、例えば、最
大輝度の画素点の抽出などの処理が実施され、応力集中領域の抽出処理が行われる。
【００２３】
　図６に、亀裂欠陥が存在する構造物１の表面の欠陥撮像画像１２を示す。欠陥撮像画像
１２上では、応力変化プロセスによって亀裂部分に応力集中が発生し、亀裂部分の発光領
域１３が明るく撮像される。一方で、構造物１の元々の表面模様領域１４や、表面付着物
１５などは、亀裂部分の発光領域１３に対して比較的暗く撮像される。欠陥撮像画像１２
は、撮像機５から画像処理部８に送られ、亀裂部分の有無の判定が行われる。画像処理部
８では、例えば、輝度の二値化処理のような画像処理によって、欠陥撮像画像１２から明
るく撮像された亀裂部分の発光領域１３のみが抽出され、図７に示す抽出処理画像１６の
ような出力画像、または、欠陥位置、長さなどの欠陥情報データを得る。なお、亀裂部分
のみを抽出する画像処理については、同様の効果が得られる別の処理を用いても良く、例
えば、境界抽出処理を用いても構わない。また、亀裂部分のみを抽出する処理の前もしく
は後に、平滑化処理のようなノイズ除去処理を必要に応じて追加しても構わない。さらに
、実施例１においては、亀裂部分の有無を判定する処理を行っているが、設定した検査目
的と検査基準に応じて、例えば、欠陥のサイジング（長さ算出、幅算出）処理を行い、予
め定めた基準の値を超えるか否かによって合否を判定する処理としても良い。
【００２４】
　上記方法によって得られた応力分布撮像画像１１、亀裂部分の抽出処理画像１６、また
は欠陥情報データは、Ｓ１０７において表示手段８、記憶手段９に送られ、応力分布情報
や欠陥情報の表示および蓄積が行われる。
【００２５】
　その後、Ｓ１０８において、検査領域全体の撮像が完了したか否かを判断する。撮像が
未実施の領域がある場合は、検査はＳ１０３に戻り、未実施領域において励起光照射、圧
力変化プロセスと撮像が実施される。全ての領域での撮像が完了し、未実施領域がない場
合には、検査はＳ１０９に進み、検査が完了する。
【００２６】
　以上の方法により、構造物表面に発生した応力分布の測定および欠陥を高速に検査する
ことが可能となる。また、構造物表面の応力発光体を飽和させた一定の条件で発光させる
ことができ、環境光がある中での検査においても構造物表面の応力分布あるいは亀裂の大
きさの定量評価が可能となる。
【実施例２】
【００２７】
　以下、図８から図９を用いて、実施例２を説明する。
【００２８】
　実施例２による検査装置は、実施例１の図１に示した装置に加え、移動体２２を備えた
構成である。実施例２では、励起光照射装置３、加振装置４、撮像機５、データベース６
、制御部７、画像処理部８、表示部９、記憶部１０を移動体２２に搭載し、検査対象であ
る構造体１に沿った移動検査装置について説明する。
【００２９】
　図８に、実施例２における装置を横から見た概略図を示す。励起光照射装置３、加振装
置４、撮像機５が構造体１の表面に向かって順に配置されている。検査が開始されると、
移動体２２が構造物１に沿って移動を開始し、検査対象領域に近づくと、実施例１の図２
に示したブロック図の手順で、励起光の照射、加振装置４による応力付与、撮像機５によ
る撮像が検査対象領域を通過するタイミングで実施される。なお、励起光照射装置３、加
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振装置４、撮像機５は、検査対象と移動体２２の移動速度にあわせ、所望のタイミングで
作動できるように配置されることが望ましいが、これに限らず、例えば、それぞれの配置
を移動速度にあわせて可変とする構成など、同等の効果が得られる別の構成としても構わ
ない。
【００３０】
　なお、撮像機５には、例えば、図９に示すＴＤＩ（Ｔｉｍｅ　Ｄｅｌａｙ　Ｉｎｔｅｇ
ｒａｔｉｏｎ）センサ１７のような、高速高感度センサを用いても構わない。ＴＤＩセン
サ１７は、検査対象表面の発光をレンズ１８を介して受光素子１９上に集光し、受光素子
１９で光電変換した電荷を読み出す際に、隣接する受光素子に転送を実施する。このとき
に、ＴＤＩセンサの移動速度と、受光素子１９の電荷転送のタイミングを合わせることで
、転送回数だけ電荷を蓄積することができ、露光時間を長くすることが可能である。これ
により、移動体上に設置したセンサにおいて高速かつ高感度撮像が可能となる。
【００３１】
　以上の方法により、構造物表面に発生した応力分布の測定および欠陥を移動しながら広
域を一括に検査することが可能となる。
【実施例３】
【００３２】
　以下、図１０から図１２を用いて、実施例３を説明する。
【００３３】
　実施例３による検査装置は、実施例１の図１、または、実施例２の図８に示した装置の
うち、励起光照射装置３が位置測定機能を備え、また、画像処理部８で処理された画像が
位置補正処理部２０に送られ、励起光照射装置３によって測定された位置測定結果によっ
て複数の画像の測定位置が補正されることを特徴とする。
【００３４】
　図１１に、位置補正を行わずに複数の測定結果画像を貼り合わせた結果を示す。位置測
定および補正を実施しない場合、撮像機５を含む本検査装置と測定対象である構造物１と
の相対位置は変動し、測定結果の各測定位置には変動が含まれ、例えば、測定結果画像の
欠陥測定位置が大きくずれを持つことになる。図１２に、位置補正を行った複数の測定結
果画像を貼り合わせた結果を示す。励起光照射装置３によって各測定が実施された位置を
測定し、測定結果画像の位置を補正することで、各測定結果画像のずれを補正し、例えば
欠陥の測定位置を高精度に求めることが可能となる。なお、位置測定機能を備えた励起光
照射装置３は、例えば、レーザ変位計など、光の照射機能と励起光照射装置３と構造物１
の相対位置を測定する機能を備えたものであれば、これに限らず他の装置を用いても良い
。
【００３５】
　以上の方法により、構造物表面に発生した応力分布の測定および欠陥の位置を各測定結
果画像のずれを補正し高精度に検査することが可能となる。
【実施例４】
【００３６】
　以下、図１３を用いて、実施例４を説明する。
【００３７】
　実施例４による検査装置は、実施例１の図１に示した装置に加え、応力発光材料含有層
２の飽和状況を取得する撮像装置２１を備えた構成である。
【００３８】
　図１３に、実施例４における装置の概要を示す。撮像装置２１は、励起光照射装置３に
よって励起光が照射される領域を撮像し、応力発光材料含有層２が飽和していることを、
撮像輝度の指標によって判断する。指標としては、例えば、励起光照射装置３からの光の
照射において、ある輝度値以上の状態が規定時間以上持続していること、励起光照射装置
３からの光照射の終了から規定時間経過後にある輝度値以上の残光を発していること、な
どが考えられる。以上の判断から、応力発光材料含有層２が飽和していることが確認でき
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場合には、図１３における制御部７を介して、励起光照射装置３を継続作動、もしくは、
光照射を終了していた場合には再度作動させ、応力発光材料含有層２が飽和していると判
断されるまで光の照射を実施する。また、撮像装置２１の撮像結果を用いて測定箇所に合
わせて照射光を変化させて飽和させるようにしても良く、このように行えば不必要に照射
を行う必要が無くなり、不要なエネルギー消費を防止できる。
【００３９】
　以上の方法により、応力発光材料含有層を飽和させ、構造物表面に発生した応力分布の
測定および欠陥を検査することが可能となる。
【符号の説明】
【００４０】
１・・・構造物
２・・・応力発光材料含有層
３・・・励起光照射装置
４・・・加振装置
５・・・撮像機
６・・・データベース
７・・・制御部
８・・・画像処理部
９・・・表示部
１０・・・記憶部
１１・・・応力分布撮像画像
１２・・・欠陥撮像画像
１３・・・発光領域
１４・・・表面模様領域
１５・・・表面付着物
１６・・・抽出処理画像
１７・・・ＴＤＩセンサ
１８・・・レンズ
１９・・・受光素子
２０・・・位置補正処理部
２１・・・撮像装置
２２・・・移動体
Ｓ１０１・・・検査開始ステップ
Ｓ１０２・・・光照射条件データ読込ステップ
Ｓ１０３・・・励起光照射ステップ
Ｓ１０４・・・応力変化プロセスステップ
Ｓ１０５・・・撮像処理ステップ
Ｓ１０６・・・応力算出または亀裂抽出ステップ
Ｓ１０７・・・処理結果表示および保存ステップ
Ｓ１０８・・・未実施領域有無判定ステップ
Ｓ１０９・・・検査終了ステップ
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